




























































































































































































































































































　C．時間外勤務　支払いの基本レートが GS-10, step 1 のレートを超えな
い緊急事態主要軍属は、通常の１日８時間又は週40時間に対して認めら
れ承認されている各労働時間の基本的時間給のレートの1.5倍のレートで
支払われる。GS-10, step 1 か又はそれ以上のレートで支払われる従業員に
とって、その時間外勤務手当ては、GS-10, step 1 の時給レートの1.5倍ま
でに慣例上制限されている。この意味する所は、上層部の従業員がしばし
ば時間外勤務中に通常の賃金ほど多くはもらっていないということであ
る。2004会計年度の国防許可法は、これを変更した。GS-10, step 1 のレー











































































































































country national, TCN）及び受入国（host nation, HN）民を含む。これに
は、外部支援企業、システム支援企業及び戦域支援企業の従業員が含まれ
る。当該要員は、ジュネーヴ諸条約下の適切な身分証明書が発給される。
DODI 3020.41, para. E2.1.3.
































処理されるセンターでもある。DODI 3020.41, para. E2.1.10.
　Ｆ．現地調達　現地又は土着の資源から人員、サービス、補給品及び設
備を取得する過程。DODI 3020.41, para. E2.1.11.


















































































































































































































































































para.4.3 ; DFARS 225.7402-3 ; AR715-9, para. 3-1（i）. 契約事務所は、CCPの
ために利用可能となる兵站支援及び作戦支援を検証するよう要求される。
手続の案内及び情報（PGI）225.74．




































































































































































































用可能な保護政策に従うものとする。DODI 3020.41, para. 6.3.4.






































ために使用されない。DODI 3020.41, para. 6.3.5.2.
　　４．保安業務を提供するために CCPの武装化を許可するようにとの
























































政府官僚である。AR 715-9, para. 3-2（e）．以下も参照、連邦調達
（217）
145
規則（FAR）Part 42, AR 700-137．指定された主任契約担当官
（COR）だけが、陸軍の要求事項を契約企業に通知し、契約と
両立する契約企業の活動の優先順位をつけるものとする。AR
715-9, para. 3-2（f）, 3-3（b）.
　　５．CCP要員は、軍人又は政府軍属を指揮、監督又は統制すること


































































の管轄権ギャップが起こる。DODD 5525.11, para. 2-4.
　　　ｂ．解決策　軍事領域外管轄権法は、連邦刑事管轄権を海外の軍属
及び元軍事構成員に拡張することによって管轄権のギャップを
埋めている。DODD 5525.11, para. 2-5.






















































































































るかどちらかを要求する。AR715-9.参照、Royal Indem. Co. v.





する）。Berven v. Fluor Co., 171 F. Supp. 89（S. D. N. Y. 1959）（規
程は、陸軍、空軍若しくは海軍の基地で又は公共事業に従事す
るための契約で雇われた個人を含むと説明している）。更に参




Pan American World Airways Inc., 338 F. 2nd 319（5th Cir. 1964）,





であった）。Republic Aviation Co. v. Lowe, 164 F. 2nd 18（2nd Cir.













　　４．戦争災害補償法（WHCA）42 USC §§ 1701-17、FAR 52.228-4,
DFARS 228.370（a）．Huskisson v. Hawaiian Dredging Co., 212 F. 2d
219, 220-21（7th Cir. 1954）, T&G Aviation, Inc., ASBCA No. 40428,



























































　Ｗ． AMC Pamphlet 715-18、陸軍資材司令部（AMC）契約及び軍事作戦
を支援する契約、1999年６月16日
　Ｘ． 「契約企業との展開―契約企業の考察」と題する空軍総合評議会覚
書、2003年11月
（207）
